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   令和３年度予算編成について（示達）  

 このことについて、別紙「令和３年度予算編成方針」に従い、予算を

調製するよう示達する。  
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令 和 ３ 年 度 予 算 編 成 方 針 
 

本市では、「都心から一番近い森のまち」を具体的な都市のイメージ

として掲げ、さまざまな施策を展開してきた結果、全国の市の中で、４

年連続で人口増加率が１位となっている。 

この人口増加に対応し、更に将来にわたり人口の減りにくいまちを創

るため、令和２年度が初年度となる総合計画では、市民の方からは「住

んでよかったまち」、市外の方からは「住んでみたいまち」として憧れ

るような「良質で住み続ける価値の高いまち」を目指すこととしている。

一方、本市の現状は、おおぐろの森中学校の建設をはじめ、東洋学園大

学の建物・用地の購入や定員約９００人分の保育園等の子育て・教育施

設の環境整備、名都借跨線橋等の道路橋りょうの整備、初石駅周辺整備

や運動公園周辺地区の土地区画整理事業の推進など年次で実施を計画し

ている事業を抱えた上に、保育所運営費、介護保険・後期高齢者医療保

険への繰出金等社会保障費の増加による市の負担も増えており、歳出の

規模も増大し続けている。 

これまでの人口の増加を背景に堅調に推移してきた歳入の根幹を成す

市税について、今般の新型コロナウイルス感染症の影響により減収が見

込まれる中、新型コロナウイルス感染症への対策による市民への安心・

安全と経済の回復支援を両立することが求められ、これまでにない厳し

い予算編成となる。 

このような中で、これまで、限られた財源を効率的・効果的に配分す

るとともに、全職員が合理的かつ効率的な事務執行に努め、事業内容の

見直し及び取捨選択による歳出削減を行い、持続可能な市政経営基盤の

構築に努めてきた。 

今こそ、各部局長は、こうした本市の状況と厳しい歳入見込みを十分

認識し、部局の最高責任者として適切なマネジメントを行い、以下の点

を念頭に置き予算編成に臨むこと。 

 

 

（１）大規模な事業が集中することから歳入についても最大限見込むと

ともに、通年予算として予算編成を行うこと。 

（２）政策的経費については、部局長自らが補助対象事業となるように
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国や県に直接足を運ぶ等、積極的に働きかけ財源確保に努めること。 

（３）行政評価を踏まえ、課題への対応と、実績に基づいた需要予測に

基づき、将来を見据えた予算要求を行うこと。また、市議会からの

指摘・要望事項に対し、実施及び検討する旨の答弁を行ったものに

ついては、担当部署で説明責任が果たせる予算とすること。 

（４）予算要求に当たっては、令和元年度決算及び令和２年度予算執行

状況等を精査しながら収入・支出額を正確に見積もり、事業の精査

（廃止、見直し、再構築等）に努めること。また、すべての既存事

業の執行方法の妥当性（特に契約方法について、競争入札の原則を

守ること。）を再確認するとともに、常に事務事業の見直しを図り、

真に必要な事業を適正な予算額で要求すること。 

（５）年度当初からの計画的な発注に資するため、令和２年度補正予算

における債務負担行為等の適切な活用による発注の平準化を図るこ

と。 

（６）その他、予算編成上の詳細については､別記を参照すること。 
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予 算 編 成 上 の 留 意 事 項 

 

 

（１）一般的事項 

ア  予 算 見 積 書 の 提 出 に つ い て は 、 計 上 漏 れ が な い よ う 留 意 し 、

所属長は細部にわたって精査すること。予算見積りを行うに当た

っては、事業費の執行状況や事業の成果、必要性等を分析、精査

し、安易に前年度の予算見積書を参考にした作成を行わないこと。  

イ  制 度 改 正 等 特 殊 な 事 情 が あ る も の 以 外 は 、 原 則 と し て 現 行 の

行財政制度に基づいた通年予算の編成を行うものとする。  

予算計上に当たっては、事務事業評価の結果や決算状況等を分

析・検証することにより、その必要性や内容を精査し、歳入・歳

出に計上漏れが出ないよう留意すること。  

ウ  見 積 書 の 徴 取 に 当 た っ て は 、 仕 様 書 の 精 査 や 見 直 し な ど を 行

い 、 市 外 １ 社 を 含 め た 計 ３ 社 以 上 （ 入 札 案 件 に つ い て は 入 札 参

加 登 録 し て い る 事 業 者 ） か ら 見 積 徴 取 を 行 う と と も に 、 必 ず 日

付、金額、代表者印のあるものとし、明細書を添付すること。  

 （ 令 和 ２ 年 ８ 月 ２ １ 日 付 け 各 課 連 絡 「 次 年 度 予 算 編 成 に 伴 う 見

積徴取等の徹底について（通知）」参照）  

また、同種の事業を行っている他市の事業費を参考にする等、

見積内容の精度を高めること。  

さ ら に 、 徴 取 し た 見 積 書 に つ い て は 、 担 当 課 に お い て 、 必 ず 、

その見積金額の妥当性を確認すること。  

な お 、 妥 当 性 が 認 め ら れ な い 場 合 は 、 再 度 見 積 書 を 徴 取 す る

など、徹底した見積金額の精査を行うこと。  

特 に 、 Ｏ Ａ シ ス テ ム 等 に 関 連 す る 経 費 に つ い て は 、 事 前 に 情

報 政 策 ・ 改 革 改 善 課 と 十 分 協 議 す る こ と （ シ ス テ ム 及 び Ｏ Ａ 機

器等導入に係る事前協議書を作成し協議すること）。  

見積書は予算査定時に提示するものとし、仕様の見直し等検討

内容について説明を行うこととする。守らない場合は、予算要求

を認めないので十分に留意すること。  

エ  各種事業の予算計上に当たっては、関係法令、条例、規則及び

１ 一般会計に関する事項 
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各種計画等の内容を十分に把握するとともに、事務事業の計画的

な執行に配慮すること。  

特に、地方自治法第２２２条の規定に基づく、条例と予算の整

合性については、十分に留意すること。  

オ  特 定 事 業 者 と 随 意 契 約 し て い る 案 件 に つ い て は 、 特 別 な 理 由

がない限り、競争入札制度に切り替えること。また、経過につい

て 査 定 時 に 説 明 す る こ と 。 な お 、 例 外 と し て 随 意 契 約 と す る 案

件については、財産活用課と事前協議を行うこと。   

カ  継 続 費 、 債 務 負 担 行 為 の 設 定 に つ い て は 、 各 見 積 書 を 提 出 し

（ 財 務 規 則 第 １ １ 条 ） 、 財 政 担 当 部 課 長 及 び 総 務 課 長 の 合 議 を

経て、査定時に説明すること。  

継続費は、２か年以上にわたり支出を伴う事業について設定す

ること。また、無理な工期等により、繰越事業とならないように

すること。  

債務負担行為については、発注の平準化に係る設定を除き、原

則として年度途中の設定は認めないので、必ず当初予算に計上す

ること。また、計上年度以外に変更することができないため、内

容を十分に精査し計上すること。安易な計上は、後年度の財政を

圧迫することとなるので、厳に慎むこと。  

      

 

（２）歳入に関する事項 

ア  市  税  

市税については、地方税制度の動向等に十分留意し、課税客体

の的確な把握と徴収率の向上を図るための具体的方策について検

討し、実施するとともに、過去の実績、決算の推移等を見極め、

的確な収入額を見積もること。  

 

イ  使用料・手数料、分担金・負担金  

市民負担の公平性確保の観点と、受益者負担の原則に立って、

その実態を的確に把握するとともに、社会経済情勢、国の基準、

当該事務事業に要するコストとの関係等の見直しを行い、適正な

料金・料率の設定に努めること。  
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特に、行政財産にあっては、その管理を厳格に行い、適正な使

用料の確保に努めること。  

 

ウ  国・県支出金  

今後の国・県の施策の動向を注視するとともに、市の施策、事

業の内容・効果を十分に検討し、補助対象事業の選択や新規開拓

を積極的に行うなど、財源の確保に配慮し見積もること。  

また、摘要名称は、前年度の名称をそのまま鵜呑みにすること

なく、根拠法令などにより１件１件確認し、正規の名称とするこ

と。  

 

エ  財産収入  

計画的かつ適正な運用及び積極的な処分により、収入の確保に

努め、年間収入見込額を見積もること。  

 

オ  市  債  

市債の発行を予定する場合には、国費や県費の補助があるもの、

地方交付税措置のあるものなど、現行の地方債制度の中で厳選し、

起債額の積算に当たっては、情報収集等により精度の高いものと

するよう努めること。また、補正予算債については交付税措置が

あり、充当率も高いことから、積極的に活用すること。  

なお、市債を財源とする事業においては、必ず財政調整課と事

前に相談すること。  

 

カ  その他の収入  

前年度実績を踏まえ、的確な収入見込額を計上すること。講座

等の実施に当たっては、受益者負担の原則に立ち、適正な受講料

などの設定に努めること。  

その他、過去の実績等を十分に分析、勘案し、的確な年間収入

見込額を見積り、過大見積りは絶対に避けること。  

また、講座等の受益者負担額は、歳入額の使途を明確にすると

ともに忘れずに歳入に計上すること。  
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（３）歳出に関する事項 

ア  政策的経費  

 後年度の負担を踏まえて事業規模、積算根拠等を十分精査した

上で、必要な経費を見積もること。  

 概算要望ヒアリングに位置付けられた事業のみ予算要求できる

ものとし、部毎の一般財源ベースの範囲内とする。その他の予算

要求は、原則として一切認めないものとする。  

また、議会からの要望等により、一般財源ベースの範囲内を超

える場合は、その理由を明らかにし、企画政策課長及び総合政策

部長の合議を経て、副市長までの決裁を得た上で、財政調整課に

提出すること。  

なお配当額は、別途、企画政策課から通知する。  

 

イ  経常的経費  

 経常的経費の枠配当については、平成３０年度及び令和元年度

の平均執行率、令和２年度予算現額並びに令和２年８月１８日付

け各課連絡「令和３年度予算における経常的経費に係る事業費の

見込み額調査について（依頼）」に対する各課等の回答を総合的

に勘案した上で配当した。このため、枠を超えた要求は、原則と

して一切認めないものとする。  

 やむを得ず配当額を超えた事業については、部局長名で理由書

を任意の様式で提出するとともに、担当者査定において配当額ま

で減額するものとする。  

 ただし、各部局長は、事業内容を精査し、配当額により事業の

実施が困難な場合は、その理由を明らかにした上で、財政部長に

復活要求を行うこと。  

 なお、配当額は、別途、財政調整課から通知する。  

 

 ウ  人件費  

人件費は、定員適正化計画に定められた職員数に配慮するとと

もに、審議会運営の効率化を図り、人件費の抑制に努めること。  

組織・機構の簡素合理化と併せ、施設の設置及び管理運営のあ

り方等を検討し、事務執行の効率化と人件費の抑制を図ること。  
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エ  物件費  

物件費の増加が著しいことから、効率的で無駄のない施策の構

築を目指し、経費の削減を図ること。  

特 に 、 Ｉ Ｔ 関 連 事 業 等 の 業 務 委 託 に つ い て は 、 例 年 、 委 託 内

容 や 必 要 性 に 不 明 瞭 な 業 務 が 見 受 け ら れ る こ と か ら 、 情 報 政

策 ・ 改 革 改 善 課 と 十 分 な 協 議 を 行 っ た 上 で 、 専 門 性 が 必 要 な も

のに限定し、予算計上すること。  

ま た 、 計 画 の 策 定 や 見 直 し の た め の コ ン サ ル タ ン ト 業 務 委 託

等 に つ い て は 、 原 則 認 め な い 。 た だ し 、 各 事 業 で 必 要 と 判 断 す

る場合には、市長・副市長査定で説明すること。  

指 定 管 理 者 の 指 定 管 理 業 務 委 託 料 に つ い て は 、 最 低 賃 金 制 度

や労働市場物価変動等を適正に反映したものとすること。  

 

オ  扶助費  

制度ごとに国及び県の基準額の動向並びに対象実人員等を的確

に掌握するとともに、前年度実績等を踏まえ計上すること｡ 

市単独事業においては、個々の所得に応じた支給制限を設ける

ことやその審査を厳密に行う等､積極的に見直しを図ること。  

 

カ  負担金・補助金  

    負担金については、人口等を基準にする場合は、必ず基準日を  

表記すること。  

補助金については、補助金等審議会からの答申及びヒアリング

の内容等を斟酌し、支払先団体の収支決算書又は税務署に提出し

た各種申告書の写し等、団体の収支状況を十分に確認した上で予

算要求を行うこと。  

なお、答申でＣ評価を受けた補助金等については、これまでの

実施内容を徹底して検証し、答申を反映させた予算要求を行うこ

と。  

また、Ａ評価・Ｂ評価であっても、意見が付記されている補助

金等については、その意見を反映させること。  

 



 

9 

 

  

 

(１ ) 一般会計に準じて予算を編成するものとし、収支の均衡を図り

独立採算を原則とし、適宜、適切な料金（料率）等への見直しと

経営の合理化を図り、健全な経営の確保と事業の計画的・効率的

な運営に努め、安易に財源不足を一般会計に依存しないよう留意

すること。  

（２）一般会計からの繰入金については、実施計画に位置付けられた

各会計別繰出金の範囲内とする。  

（３）予算編成に関しては、国、県の制度の改正に留意し、的確な予

算対応を図ること。  

 

 

 

 

（１）市民要望及び議会・監査からの指摘・要望あるいは約束事項に

ついては、その内容を十分検討し、反映するよう努力すること。  

（２）事業目的、内容又は所管部署の関係から、予算科目が適当でな

いと判断される場合には、予算要求書を作成する前に財政調整課

と協議すること。  

（ ３ ） 原 則 と し て 経 常 的 事 業 ・ 政 策 的 事 業 の 区 分 及 び 事 業 番 号 の 変 

更 は 行 わ な い こ と と す る 。 事 業 単 位 の 集 約 又 は 分 割 に つ い て も

同様とする。  

 （４）環境マネジメントシステム及び地球温暖化対策実行計画に基づ

く取組を推進するとともに、特にグリーン購入法適合商品の購入

については、消耗品などの既存経費の内容について再点検し、予

算要求段階から配慮すること。  

（５）令和元年１０月１日に施行された消費税率の改正に伴い、賃貸

借等の契約は経過措置に該当する場合があるため、適用税率に誤

りがないか留意すること（平成３０年１２月２７日付け各課連絡

「「消費税率等に関する経過措置の取扱いＱ＆Ａ」について」参

照）。  

（６）公共工事の発注時期について、年度末に過度に集中しないよう

２ 特別会計及び企業会計に関する事項 

３ その他の事項 
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年度当初からの計画的な発注に資するため、令和２年度補正予算

における債務負担行為等を適切に活用し、発注の平準化を図るこ

と。  

（７）国の補正予算の動向について、国からの情報が入り次第、別途

通知する。  

（ ８ ） 以 上 の 事 項 に 留 意 す る ほ か 、 別 記 の 「 予 算 編 成 基 準 」 を 参 照

し、財政調整課からの指示等により見積書を作成すること。  
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○予算見積書作成要領・注意事項等             

 

・予算見積書は、予算編成上の留意事項及び下記の各事項に従い作成

すること。  

・各事業単位でのコストと期待する成果（効果）を明確にするなど、

事業評価等を意識するとともに、過去の執行状況に鑑みた上で、事

業費を見積もること。  

・各所属長は予算見積書の内容等を十分精査すること。  

 

（１）一般・特別会計予算見積書の作成等について       

 

・令和３年度分の予算見積書については、経常的経費及び政策的経費

の歳入・歳出ともに、予算編成システムで必要事項を入力し作成す

ること。  

・入力に際しては、経常的経費と政策的経費の事業区分や、事業間の

経費の取り違い及び額等に誤りのないよう十分注意すること。  

・予算見積書については、詳細に記載すること。特に、歳出の１ペー

ジ目の事業概要については、査定時に説明すべきことなど詳細に記

載すること。また、歳入の事由・積算の基礎欄には、積算のみでな

く事由（摘要の概要）も記載すること。  

・入力操作等について、不明な点等はその都度、下記の財政調整課の

各部局担当者へ問い合わせること。  

【部局担当者】  

総   括  財政調整課長補佐・財政調整係長  

部局等名  担当  部局等名  担当  部局等名  担当  

総 合 政 策 部  環 境 部  議 会 事 務 局  

総 務 部  ま ち づ く り 推 進 部  選挙管理委員会事務局  

財 政 部  土 木 部  監査委員事務局  

市 民 生 活 部  教 育 総 務 部  農業委員会事務局  

健 康 福 祉 部  学 校 教 育 部  会 計 課  

子 ど も 家 庭 部  生 涯 学 習 部  特 別 会 計  

経 済 振 興 部  消 防 本 部    



12 

 

（２）予算要求入力から提出までの流れ  
 

経常的経費・政策的経費ともに入力の順番は、次のとおり。  

 入力期間・提出期限等  

経常的経費  政策的経費  

①  歳出入力処理   

10 月 5 日（月）  

～ 10 月 16 日 (金 ) 

※期限厳守  

 

10 月 5 日 (月 ) 

～ 10 月 28 日 (水 ) 

※期限厳守  

②  歳入入力処理  

③  財源充当処理  

④  予算見積書出力（印刷） 

⑤  決裁  

⑥  財政調整課へ提出  10 月 16 日(金) 10 月 28 日(水) 

 

提出方法  

 

課ごとに提出  

部 局 ご と に 庶 務 担

当 課 が 取 り ま と め

て提出  

※  提出資料一覧表を表紙にすること。  

※  所属長等の決裁を受けた後に提出すること。  

※  政 策 的経 費 は 、 概 算 要 望ヒ ア リ ン グ に 計 上し た 事 業 の み予

算 要 求で き る も の と し 、部 局 毎 の 一 般 財 源ベ ー ス の 範 囲内

であることを確認すること。  

※  議 会 要望 が あ っ た 事 業 につ い て は 、 副 市 長決 裁 を 受 け た起

案の写しを財政調整課へ提出すること。（Ｐ７を参照）  

  

予算見積書と併せて提出する書類 

 提出物  

①   提出資料一覧表（表紙にすること）  

②   部局内事業シート（経常・政策）  

③   補助金等適正化プランの写し  

④   各種事前協議書の写し  ※次ページ参照  

⑤   債務負担行為様式（既存・新規）・起案の写し  ※次ページ参照  

⑥   継続費様式（既存・新規）・起案の写し  ※次ページ参照  
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各種事前協議等について  

下記の区分に示すものは各所管課長等との事前協議を行い、協議後

の 事 前協 議 書 の 写 し を 予算 見 積 書 と 併 せ て提 出 す る こ と (提出 日 まで

に所管課からの審査が下りない場合は、所管課へ提出した協議書の写

しを提出し、審査が下り次第協議後の事前協議書を提出すること)。  

な お 、 各 種 事 前 協 議 書 に 関 し て は 、 所 管 課 の 審 査 を 経 て い な い も

のは予算計上を認めない。 

区      分  所管課  所 管 課 へ の 提 出 期 日  

Ｏ Ａ 機 器 等 導 入 事 前 協 議 書 情 報 政 策 ･改 革 改 善 課  

10 月 9 日 (金 ) 

ファイリングキャビネット購入事前協議書 総 務 課 

会計年度任用職員配置等事前協議書 
人 材 育 成 課 

研 修 会 等 出 席 事 前 協 議 書 

随 意 契 約 事 前 協 議 書 
財 産 活 用 課 

公 用 車 異 動 事 前 協 議 書 

※上記の協議書等の付記事項に留意の上、所定の手続を行うこと。な

お、各種事前協議等は予算計上の可否について判断するもの。  

債務負担行為・継続費について  

債務負担行為・継続費については、予算見積書等と併せて、以下の

様式を提出すること。（財務規則第１１条）  

項  目  新規に設定するもの  既に設定済みのもの  

債務負担行為  ４号様式  

６号様式  

起案の写し  

６号様式  

 

継続費  ２号様式   

起案の写し  

５号様式  

 

・昨年度から、債務負担行為・継続費についても財務会計システムで

入力を行うこととなったため、必ずシステムから出力した様式を提

出すること。（入力方法はＰ１９～２６を参照）  

・今年度新規に設定するものだけではなく、既に設定済みで令和３年

度予算に関係するものについてもシステムで修正を行うこと。  

・債務負担行為・継続費を新規に設定する場合には起案をし、財政部

長、財政調整課長及び総務課長の合議をとり、写しを提出すること。  

・債務負担行為については、原則として当初予算に計上すること。  



14 

 

 ・限度額については、原則「○○○千円（税抜き）以内と消費税及び

地方消費税の合計額」とすること。  

  

（３）予算要求入力処理について【歳出】       

○事業区分について  

 当 該 事 業 が 既 存 、 新 規 又 は 臨 時 事 業 の い ず れ で あ る か の 区 別 と 、 歳

出予算見積書の「事業概要」に、項目毎に順次入力すること。  

なお、歳出予算見積書の事業区分は次のとおり。  

従来から継続的に実施してきた事業である場合  『既存』  

新たに発生する事業で翌年度以降も継続的に実施する場合 『新規』  

単年度限りで終了する事業の場合  『臨時』  

○歳出予算要求の入力方法  

①庁内 LAN の財務会計システム→予算編成→要求処理  令和３年度当初

予算 歳出入力を選択する。  

 

②  各 事 業 の 概 要 入 力 を 選 択 し 、 各 項 目 を 入 力 す る （ 該 当 な い 項 目 には

「 無 し 」 と 入 力 ） 。 入 力 を 終 え た ら 更 新 を 選 択 し 、 歳 出 予 算 要 求の

画面に戻る。   

③歳出予算要求画面から事業を選択し、摘要別の入力を行う。  

 

② ③ 

① 
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④歳出要求画面ではページ右側にオプションコードを入力する項目があ

る た め 、 節 ・ 細 節 ご と に 該 当 す る 下 記 の 項 目 を オ プ シ ョ ン ２ の 欄 に 必

ず入力すること。  

コード  区         分  

０１  ディー・エス・ケイ関連の電算委託料  

０２  つくばエクスプレス関連事業  

０３  つくばエクスプレス関連事業（債務負担行為）  

０４  債務負担行為  

０５  長期継続契約  

０６  継続費設定  

０７  つくばエクスプレス関連事業（継続費）  

０８  つくばエクスプレス関連事業（長期継続契約）  

１２  放射能関連経費  

 

 

⑤根拠の項目を選択し、各項目の単価等を積算する。  

 

④ 

⑤ 



16 

 

積 算 を 入 力 す る 際 、 以 下 の 内 容 の も の に つ い て は 根 拠 欄 に 必 ず 明 記

すること。  

内   容  記  入  方  法  

長期継続契約  『長期継続契約』『契約期間』  

債務負担行為  『債務負担行為』『設定期間』  

継続費  『継続費』『設定期間』  

 ※臨経区分、性質別については、動かさないこと。  

 

 

 

⑥「既存事業」のうち、令和３年度に新たに発生する経費がある場合は、

根拠欄に以下の内容を必ず入力すること。  

翌年度以降も発生する経費  「新」  

単年度限りで発生する経費  「臨」  

※要求額の欄には直接入力を行わないこと。  

 

他 科 目 の 根 拠 を コ ピ ー す る

こ と が で き る 機 能 で す 。  

※

※
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【歳入】  

○歳入予算要求の入力方法  

歳入予算要求の画面から入力する科目を選択→歳入予算要求（摘要）

の各項目の「根拠」を選択する。  

 事由欄には積算の根拠を入力する。この場合に、国県支出金等がある

場 合 に は 、 国 県 支 出 金 名 称 に 変 更 等 が な い か 確 認 し 、 正 式 な 補 助 事 業

名、補助率、事業概要等を明記すること。  
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【財源充当】  

○財源充当の入力方法  

①歳入予算要求（摘要）のページの「充当」を選択する。  

② 充 当 先 の 事 業 や 性 質 等 を 選 択 し 、 過 充 当 や 未 充 当 が 発 生 し な い よ う

金額を入力すること。  

③充当先の追加を行う場合には、「充当先追加」をクリックすると別ウ

インドウが現れるのでその中から選択する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 

③ 

② 
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【債務負担行為・継続費】  

○債務負担行為の入力方法  

※ １ つ の 債 務 負 担 行 為 の 支 出 科 目 が 複 数 の 課 に ま た が っ て い る 場 合 は 、

そ れ ぞ れ の 課 で 入 力 を お 願 い し ま す （ 起 案 は 取 り ま と め 担 当 課 が 行 っ

てください）。  

【新規分の入力】  

①  債務負担等から令和３年度当初予算の債務入力を選択する。  

 

②  所属課を選択して検索を押し、新規事項追加を選択する。  

 

 

 

 

 

 
③  『 事 項 、 管 理 課 、 期 間 、 会 計 、 款 項 目 、 事 業 、 設 定 理 由 』 を 入 力 し 、

「次へ」を押す。  
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④  限 度 額 （ 税 抜 き 額 ） 、 各 年 度 の 支 出 予 定 額 （ 千 円 未 満 の 端 数 は 切 り

上げ）、財源内訳を入力し、「計算」ボタンを押す。  

限 度 額 に 「 ○ ○ 千 円 以 内 と 消 費 税 及 び 地 方 消 費 税 の 合 計 額 」 以 外 の

文 言 を 表 示 し た い 場 合 は 、 「 予 算 書 ・ 調 書 限 度 額 欄 に 以 下 を 印 字 」

欄に文言を入力する。  

「限度額の根拠」を選択する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤  「 新 規 科 目 追 加 」 を 押 し て 債 務 負 担 行 為 の 支 出 科 目 （ 摘 要 ま で 確 定

し て い な い 場 合 は 小 事 業 ま で で も 可 ） を 選 択 し て 追 加 ボ タ ン を 押 し 、

根拠欄に金額（限度額）を入力。  

「戻る」ボタンで④の画面に戻り、「更新」ボタンを押す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文言が通常と異なる場合はここに入力  

通常どおりの場合は空欄のまま  

入 力 を 終 え た ら 「 戻 る 」

で前画面に戻り、更新  

税込み額  

税抜き額  



21 

 

⑥  メニュー「債務負担見積書」で４号・６号様式を印刷する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【既存分の入力】  

①  「債務負担台帳入力」を選択する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
②  処 理 区 分 → 「 契 約 入 力 」 、 年 度 → 「 予 算 計 上 年 度 （ 例 ： 令 和 ３ 年 度

予算の場合は令和３年度）」、所属課を選択し、検索。  

既存の債務負担行為が下に表示されるので、事項番号を選択する。  

 

 

 

 

 

 
③  「次へ」を押して進む。  
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④  各 年 度 の 支 出 （ 予 定 ） 額 を 修 正 し 、 計 算 ボ タ ン を 押 す 。 契 約 額 の 根

拠を押す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
⑤  各 支 出 科 目 の 支 出 （ 予 定 ） 額 を 根 拠 に 入 力 す る 。 （ 科 目 が 表 示 さ れ

な い 場 合 は 「 新 規 科 目 追 加 」 で 追 加 す る 。 ） 「 戻 る 」 ボ タ ン で ④ の

画面に戻り、「更新」ボタンを押す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
⑥  メニュー「債務負担台帳」で６号様式を印刷する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

合 計 額 が  

一 致 す る  

（ 税 込 み 額 ）  
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〇継続費の入力方法  

【新規分の入力】  

①債務負担等から令和３年度当初予算の継続入力を選択する。  

 

 

 

 

 

 

②所属課を選択して検索を押し、新規事項追加を選択する。  

 

 

 

 

 
③『事項、管理課、期間、会計、款項目、事業、設定理由』を入力し、

「次へ」を押す。  
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④総事業費、各年度の計画年割額（千円未満の端数は切り上げ）、財源

内訳を入力し、「計算」ボタンを押す。「事業費の根拠」を選択する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤「新規科目追加」を押して継続費の支出科目（摘要まで確定していな

い場合は小事業まででも可）を選択して追加ボタンを押し、根拠欄に金

額（総事業費）を入力。「戻る」ボタンで④の画面に戻り、「更新」ボ

タンを押す。  

 

 

 

 

 

 

 
⑥メニュー「継続費見積書」で２号・５号様式を印刷する。  

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

入 力 を 終 え た ら 「 戻 る 」

で前画面に戻り、更新  
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【既存分の入力】  

①  「継続費台帳入力」を選択する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
②  処理区分→「支出予定入力」、年度→「予算計上年度（例：令和３

年度予算の場合は令和３年度）」、所属課を選択し、検索。既存の

債務負担行為が下に表示されるので、事項番号を選択する。  

 

 

 

 

 

 
③  「次へ」を押して進む。  

④  各年度の支出（予定）額を修正し、計算ボタンを押す。支出予定の

根拠を押す。  
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⑤  各支出科目の支出（予定）額を根拠に入力する。（科目が表示され

ない場合は「新規科目追加」で追加する）「戻る」ボタンで④の画

面に戻り、「更新」ボタンを押す。  

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥  メニュー「継続費台帳」で５号様式を印刷する。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）予算見積書入力時の注意事項           

・ 予 算 見 積 書 の 科 目 （ 節 区 分 等 ） に つ い て は 、 「 予 算 編 成 基 準 」

により的確に区分し、計上すること。  

・ 委 員 報 酬 ・ 講 師 謝 礼 等 、 共 通 単 価 を 定 め て い る も の は 『 共 通 単

価表』を参照しその単価により積算すること。  

・ 今 年 度 新 規 に 事 業 及 び 摘 要 名 称 を 設 定 し な け れ ば な ら な い 場 合

は、電子書庫の『事業名称作成等依頼書』『摘要名称作成等依頼

書』等により財政調整課へ名称の作成依頼をすること。  

・ 共 通 摘 要 が 設 定 さ れ て い る 節 （ 細 節 ） に つ い て は 、 『 共 通 摘 要

一覧』を参照し、適切なものを選択すること。  

・摘要コード「00」は絶対に使わないこと。  
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（５）公共施設の営繕に関する予算計上について       
  １，３００千円以上の営繕については、財産活用課からの「公共施

設の営繕に関する予算計上にあたっての意見書制度」に関する評価を

参考の上、予算計上を行うこと。  

（注）原則意見書にないものは、予算計上できません。  

 

（６）会計年度任用職員の予算計上について       
①  フルタイム会計年度任用職員  

保育士・保育所等調理師・障害児施設児童指導員・精神保健福祉士  

・相談支援専門員  

→給与として支給されるため、人材育成課で予算計上  

 (担当課では予算計上の必要はないが、「会計年度任用職員配置等事

前協議書」は作成して人材育成課へ提出すること) 

 

②  パートタイム会計年度任用職員（上記以外の会計年度任用職員）  

ア  報酬： 01 節で予算計上  

職員ごとに時給が異なるので、単価表に基づいて報酬額を算

定すること。  

イ  通勤手当：08 節 (細節 01 の共通摘要を使用すること)で予算計上  

      ※流山市会計年度任用職員の給与及び費用弁償に関する条

例施行規則に基づき計上すること。ただし、新規の場合は

日額 350 円で計上すること。  

ウ  期末手当：03 節 (摘要 30 会計年度任用職員期末手当)で予算計上※

週 15 時間 21 分以上勤務の職員が支給対象となる. 

※平均月額×2.6 月で算定すること。  

 

③  産休代替などの欠員対応のための会計年度任用職員  

→初年度：人材育成課で予算計上  

(担当課では予算計上の必要はないが、「会計年度任用職員配置等事

前協議書」は作成して人材育成課へ提出すること) 

→２年目以降：担当課で予算計上（②と同様に計上）  
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（７） その他注意事項                  

 

【見積りについて】  

・委託、物品購入、印刷製本、物品賃貸借及び設計を伴わない工事

請負の予算計上に当たっては、仕様等を十分検討した上で、市外

業者１社を含む３社以上（入札案件となる場合は、入札参加登録

している事業者）から見積書を徴し、予算計上額の根拠を明らか

にすること。特に印刷製本は、極力内部印刷の利用を図り経費の

削減に努めること。  

【随意契約について】  

・ 例 年 特 定 事 業 者 と 随 意 契 約 し て い る 案 件 に つ い て は ､特 別 な 理 由

が な い 限 り 競 争 入 札 制 度 に 切 り 替 え る も の と し ､や む を 得 ず 随 意

契約とする案件については、財産活用課と事前協議を必ず行い、

３社以上から見積りを徴し、特定理由の精査等、見直しに努める

こと。  

【公用車の更新について】  

・公用車の更新に関しては、財産活用課に確認すること。   

車両の定期点検時に必要な修繕料や、車両の安全運行の観点から、

経年劣化による部品等の交換に要する経費についても、計上漏れ

の な い よ う 配 慮 す る こ と 。 ま た 、 安 全 運 転 管 理 者 を 設 置 し て い

る 課 等 に あ っ て は 、 安 全 運 転 管 理 者 協 議 会 負 担 金 を 計 上 す る こ

と。  

【８節：旅費について】  

・旅費については、交通費及び日当のそれぞれの金額を予算見積書

の「説明及び積算等の基礎」欄に明示して計上すること。  

・日当については、宿泊を伴うもの（５日目以降の旅費に係る日当

は１日につき１０分の６に相当する額）とする。  

・なお、各種団体の自主性及び自立助長の観点から、関与すべき範

囲を明確にし、極力助言程度に止め、経費を伴わないような方向

に移行していくこと。  
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【１０節：消耗品について】  

・会計課で一括購入している再生紙及び封筒、特定印刷物を除く事

務用消耗品においては各課等で予算計上する。再生紙については、

事前に年間使用数について実績等を基に会計課と協議しておくこ

と。  

・複写機等で、買取り及びリースの形態を問わず、トナー等の消耗

品が契約に含まれていない場合には、従来どおり消耗品費に計上

すること。また、リサイクルトナーの活用が図れる場合は、これ

を積極的に取り入れること。  

【１０節：修繕料について】  

・原則１，３００千円以上の施設等の修繕に係る工事等の予算計上

は、事前に財産活用課と協議しておくこと。また、修繕料と工事

請負費の区分を明確にしておくこと。  

【１１節：役務費】  

・郵送料については、区内特別で１００通以上及びその他５０通以

上は担当課において所要額を計上すること。  

・専用車の購入（リース含む。）を行う場合は、導入初年度に限り、

担当課で自動車保険（任意保険）料を予算計上すること（２年目

以降は財産活用課で一括計上）。  

【１２節：委託料】  

・農薬、殺虫剤の購入及び散布を伴う契約に当たっては、できるだ

け環境負荷の少ない薬剤の使用とするとともに、農林水産省発出

の 「 住 宅 地 等 に お け る 農 薬 使 用 に つ い て 」 や 環 境 省 発 出 の 「 公

園・街路樹等病害虫・雑草管理マニュアル」等に基づき、環境に

配慮した予算要求とすること。  

【１６節：公有財産購入費】  

・用地取得を行う場合は、事前に財産活用課に確認すること。また、

借地料・地代等については、固定資産評価額等を参考に適正な額

を計上すること（該当する課には、財産活用課から通知）。  

【１７節：備品購入費】  

・備品購入費については、１件当たりの取得価格が１万円以上のも

のとする。なお、重要物品（財務規則第２８３条）については、

政策的経費とする。  
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【１８節：負担金、補助金】  

・各課等の所管する審議会及び主催・共催する講演会等については、

親が安心して講演会等に参加できるよう一時託児を実施できるよ

う予算要求すること。  

・千葉県市長会による法定外負担金については、後日、各課に文書

により提示するのでその額を計上すること。  

・負担金、補助金については、使途の適切性や繰越状況等を精査し

た上で積極的に見直しを図ること。  

・負担金の算定において、人口等を基準にする場合は、基準日を表

記すること。  



１

２

３

４

５

６

7

8

０１ 費 用 弁 償 （ 共 通 ）

０２ 普 通 旅 費 （ 共 通 ）

０３ 特 別 旅 費

9

10

０１ 消 耗 品 費

０２ 燃 料 費

０３ 食 糧 費

０４ 印 刷 製 本 費

０５ 光 熱 水 費

０６ 修 繕 料

０７ 賄 材 料 費

０９ 医 薬 材 料 費

職 員 手 当 （ 共 通 ）

共 済 費 等 （ 共 通 ）

災 害 補 償 費

給 料 ( 共 通 ）

予　  算　  編　  成　  基  　準
区　　　　　　分 内　　　　　　　　　　　　　　容

報 酬

≪会計年度任用職員報酬≫
・現行の条例に基づき、共通単価表　２．会計年度任用職員報酬単価表により積算すること。

≪非常勤特別職等報酬≫
・現行の条例に基づき、共通単価表　１．非常勤特別職等報酬単価表により積算すること。

・新規の報酬は、条例等の整備と整合性を図ることを前提に計上すること。
・委員会等で例年出席率の低いものについては、再考すること。

・人材育成課積算。　（主管課記入不要）
・人件費は、義務的経費であるが、積極的な見直しを図り、抑制に努めること。

報 償 費 （ 共 通 ）

・実績を基に所要額を計上すること。

・実績を基本とし、法令・条例等に伴う増、人口増、対象者の増等は、やむを得ないものとするが、
それ以外は仕様書の見直しや内部印刷等を検討し、削減に努めること。

恩給及び退職年金（共通）

交 際 費

需 用 費 ( 共 通 ）
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・経費の節減に努め、前年度及び本年度上期の使用量をベースに計上すること。

旅 費
≪費用弁償≫
・非常勤特別職等職員及び会計年度任用職員に支給する旅費を計上すること。
なお、支給の対象は、報酬の受給者と一致すること。

・市民から誤解を招かないよう節度ある内容と金額を計上すること。また、茶菓子は、原則として認
めない。

・交通費及び日当のそれぞれの金額を予算見積書の「説明及び積算等の基礎」欄に明示して計上
すること。なお、日当については、宿泊を伴うもの（５日目以降の旅費に係る日当は１日につき１０分
の６に相当する額）とする。

≪特別旅費≫
・各種団体が主催する研修会等への旅費
　（研修会等への参加については、研修会等出席事前協議書により予算計上したもののみ可）
・負担金を伴う会議等への旅費
・新年度に参加することが決定している会議等への旅費
・宿泊を伴う旅費
　*委員等の随行については、委員等20名につき1名とする。（ただし、部長等が随行する場合は、
別途１名の随行は可。）

≪普通旅費≫
・下記の特別旅費に該当しない旅費を計上すること。

・講師謝礼、表彰等を計上する。講師謝礼は、共通単価表　３．報償費に基づき積算すること。ま
た、参加賞的なものは、廉価なものに抑えること。

・人材育成課積算。　（主管課記入不要）
・人件費は、義務的経費であるが、積極的な見直しを図り、抑制に努めること。

・共通単価表　５．燃料費を遵守し前年度及び本年度上半期の使用量をベースに実績額を計上す
ること。

・効率の良い、節度ある使用を心がけること。

・支出の範囲・対象を見直し抑制に努めること。

・直接市民サービスにつながる経費を除き、管理的消耗品は単価・数量等を精査し、可能な限り削
減すること。
・１点１万円未満のバッテリーについては、ここで計上すること。
・複写機等で、買取り及びリースの形態を問わず、トナー等の消耗品が契約に含まれていない場合
には、従来どおり消耗品費に計上すること。また、リサイクルトナーの活用が図れる場合は、これを
積極的に取り入れること。
・会計課で一括購入している再生紙及び封筒、特定印刷物を除く事務用消耗品においては各課等
で予算計上する。再生紙については、事前に年間使用数について実績等を基に会計課と協議して
おくこと。
・農薬、殺虫剤の購入及び散布を伴う契約に当たっては、できるだけ環境負荷の少ない薬剤の使
用とするとともに、「住宅地等における農薬使用について」「公園・街路樹等病害虫・雑草管理マ
ニュアル」等に基づき、環境に配慮した予算要求とすること。

≪会計年度任用職員≫
担当課にて期末手当を計上。
≪上記以外≫
・人材育成課積算。　（主管課記入不要）
・人件費は、義務的経費であるが、職員手当等の積極的な見直しを図り、抑制に努めること。

・買取りの複写機及びレーザープリンターのコピー代を計上する。

・自動車修繕、事務機器等の修繕及び１件１００万円未満の施設修繕については、現状を把握し危
険性の高いもの等を優先し、 所要額を計上すること。　また、１件１００万円以上は、政策的経費で
計上すること。
・公用車の更新に関しては、財産活用課と事前協議を行うこと。車両の定期点検時に必要な修繕
料や、車両の安全運行の観点から、経年劣化による部品等の交換に要する経費についても、計上
漏れのないよう配慮すること。また、安全運転管理者を設置している課等にあっては、安全運転管
理者協議会負担金を計上すること。

・実績を基に所要額を計上すること。
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０１ 通 信 運 搬 費

０２ 保 管 料

０３ 広 告 料

０４ 手 数 料

０５ 筆 耕 翻 訳 料

０６ 保 険 料

12

０１ 電 算 委 託 料

０２ 清 掃 委 託 料

０３ 警 備 委 託 料

０４ 浄化槽維持管理委託料

０５ 施 設 管 理 委 託 料

０６ 機器保守点検委託料

０７ 草 刈 委 託 料

０８ 消防設備保守点検委託料

０９ 施設保守点検委託料

１０ 設 計 監 理 委 託 料

１２ 測 量 委 託 料

１３ 用 地 取 得 委 託 料

１４ 家 屋 調 査 委 託 料

１５ 地 質 調 査 委 託 料

１６ 諸 委 託 料

１７ 指 定 管 理 委 託 料

13

14

15

16

17

０１ 事 務 用 備 品

０２ 施 設 用 備 品

０３ 作 業 用 備 品

０５ 諸 備 品

委 託 料

・審議会及び主催・共催する講演会等については、一時託児を実施できるよう予算要求すること。
（平日1時間当たり700円/1人、土日祝日1時間当たり900円・1人、送迎を希望する場合はガソリ
ン代100円）

・不動産鑑定料は、ここで計上すること。

役 務 費 （ 共 通 ）

備 品 購 入 費 （ 共 通 ）

０４ 教 育 用 備 品

使用料及び賃借料（共通）

工 事 請 負 費

原 材 料 費 （共 通）

・電話料、郵便料等は、実績を勘案し、計上すること。郵便発送方法については、区内特別扱いと
するなど工夫し、節約に努めること。（区内特別で１回に１００通以上及びその他５０通以上並びに継
続的に書留その他の特殊郵便を発送する場合は担当課で、その他については、総務課で計上する
こと。）

・施設等の火災保険料及び自動車に係る損害保険料、その他の損害保険の保険料を計上するこ
と。施設に係る保険料は、財産活用課の指示単価により計上すること。

・実績を基に所要額を計上すること。

・リサイクル手数料（自動車等）

・該当ある場合は、適正に計上すること。

・自動車の法定点検に係る手数料等は、ここで計上すること。

・１件当たり１００万円未満でも重要物品については、政策的経費で計上すること。

・新規ＯＡ機器の導入に係る使用料の計上は、ＯＡ機器等導入事前協議書により、予算計上可と
したもののみ計上すること。

・借地料は、財産活用課の指示額を計上すること。

・必要最小限とする。

・すべて政策的経費で計上すること。
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公 有 財 産 購 入 費

・事務用備品の購入については、１件当たりの価格が１００万円未満のものについては、経常的経
費で計上すること。
・ＯＡ機器及びファイリングキャビネットは、事前協議書により、予算計上可としたもののみ計上す
ること。
・自動車リサイクルに伴う情報管理料金及びリサイクル料金は、ここで計上すること。
１件１万円以上の物品購入は備品購入費で計上し、１万円未満の物品は消耗品で計上すること。
・備品購入費については、１件当たりの取得価格が１万円以上のものとする。なお、重要物品（財
務規則第２８３条）については、政策的経費とする。

・１件当たり１００万円以上の備品は、政策的経費で計上すること。

・各種手数料等は、実績により積算すること。（パソコンの保守は、ここで計上。）

・市補助交付団体の発行物等への広告掲載料は、重複補助となることから計上しないこと。

・リースによる既存の複写機及びレーザープリンターのコピー代を計上する。

・すべて政策的経費で計上すること。また、債務負担行為に係る元利償還金についても同様とす
る。
・用地取得を行う場合は、事前に財産活用課に確認すること。また、借地料・地代等については、固
定資産評価額等を参考に適正な額を１３節使用料及び賃借料（共通）で計上すること。

・1,300千円以上の公共施設等の営繕については、事前に財産活用課と協議しておくこと。また、
修繕料と工事請負費の区分を明確にしておくこと。

・委託料については、仕様書の徹底した見直しを行い、経費の節減に努めること。
・指定管理者の指定管理業務委託料については、最低賃金制度や労働市場物価変動等を適正
に反映したものとすること。
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０１ 負 担 金

０２ 補 助 金

０３ 交 付 金

19

20

21

22

23

24

26

27

28

【注意事項】
１

・

・

・

２

・

・
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既存の大事業・小事業で継続的に実施されている事業の名称は原則的に変更できないので注意すること。

新規の大事業・小事業を作成する場合又は事業の終了等により削除する場合は、別添事業名称作成等依頼書により
予算要求入力前に、財政調整課に提出すること。

共通摘要は、上記区分欄に（共通）の表示がある節(細節)に使用する各課共通（同一）の摘要で、給料・手当・共済費・
報償費・費用弁償・普通旅費・需用費・役務費・使用料・原材料・備品購入費・公課費が共通摘要節（細節）として設定
されている。したがって、共通摘要節（細節）は、共通摘要名称一覧を参照し、予算要求入力をすること。なお、共通摘
要名称一覧中の摘要で該当しない支出がある場合は、速やかに財政調整課と協議すること。

（共通）の表示がない節については、各費目の節（細節）で各課独自で使用する個別の摘要であるため、新たな摘要名
称の作成、又は、既存の摘要名称の変更もしくは削除がある場合は、別添摘要名称作成等依頼書を予算要求入力前
に、財政調整課へ提出すること。

予算編成において使用した摘要が執行時においても使用されるため、名称の選択等取扱いに注意すること。

事業名称の取扱いについて

貸 付 金

公 課 費 （ 共 通 ）

・所要額全額、政策的経費で計上すること。

・債務負担行為で取得した用地に係る元利償還金は、１６節で計上すること。

摘要の取扱いについて

補 償 補 填 及 び 賠 償 金

償還金 ，利 子及 び割 引料

投 資 及 び 出 資 金

積 立 金

予 備 費

繰 出 金 ・所要額全額、政策的経費で計上すること。

・車両の車検台数を確認し、漏れがないように計上すること。

・所要額全額、政策的経費で計上すること。

・特別旅費に伴う宿泊費等負担金は、ここで計上すること。
・使途の適切性や繰越状況等を精査した上で積極的に見直しを図ること。
・審議会及び主催、共催する講演会等については、一時託児を実施出来るよう入会金として負担
金2,000円を予算要求すること。
・人口等を基準にする場合は、必ず基準日を表記すること。

・１件５０万円未満は、経常的経費で、１件５０万円以上は、政策的経費で計上すること。

・令和３年度補助金等調書・補助金等適正化実行プランに記入した要求額を記入すること。
・施設建設費補助金は、政策的経費に計上すること。

・貸付の対象、方法、協調融資等について検討を行い、真に必要なものに限定するとともに、その
規模についても前年度実績にこだわらず必要最小限にとどめること。

・補助事業における措置人員等の推計を綿密に行い、基本単価の改定分は見込むものとするが、
国の制度の見直し状況に注意を払い、国の施策に沿った見直しを図ること。

負担金、補助金及び交付金

扶 助 費 ・単独事業は、所得制限の導入等あらゆる角度から全面的に見直しを行い、経費の抑制に努める
こと。
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共 通 単 価 表 

 

１  非常勤特別職等報酬単価表  

区         分  報酬等の額  

教 育 委 員 会  委 員  月額    ６０ ,８００円  

選 挙 管 理 委 員 会  
委 員 長  月額    ４１ ,２００円  

委 員  月額    ３６ ,０００円  

監 査 委 員  
識 見 者 選 出  月額   １００ ,０００円  

議 員 選 出  月額    ５０ ,５００円  

農 業 委 員 会  

会 長  月額    ６１ ,８００円  

会 長 職 務 代 理 者  月額    ５６ ,６００円  

委 員  月額    ５１ ,５００円  

農 地 利 用 最 適 化 推 進 委 員  月額   ５１ ,５００円  

固 定 資 産 評 価 員 月額   ２００ ,０００円  

固 定 資 産 評 価 審 査 委 員 会 委 員  日額     ９ ,３００円  

入 札 監 視 委 員 会 委 員  日額    １３ ,０００円  

介 護 認 定 審 査 会 委 員  日額    ２４ ,８００円  

障害者介護給付費等の支給に関する審査会委員 日額    ２４ ,８００円  

教 育 支 援 委 員 会 委 員  日額    ２４ ,８００円  

い じ め 対 策 調 査 会 委 員 日額    ２４ ,８００円  

選 挙 長  １回    １０ ,８００円  

投 票 所 の 投 票 管 理 者  １回    １２ ,８００円  

期 日 前 投 票 所 の 投 票 管 理 者  １回    １１ ,３００円  

開 票 管 理 者 １回    １０ ,８００円  

投 票 所 の 投 票 立 会 人  １回    １０ ,９００円  

期 日 前 投 票 所 の 投 票 立 会 人  １回     ９ ,６００円  

指 定 病 院 等 に お け る 不 在 者 投 票 の 立 会 人 １回   １０，９００円  

開 票 立 会 人 １回     ８ ,９００円  

選 挙 立 会 人 １回     ８ ,９００円  

市 医  日額    ２４ ,８００円  

産 業 医  日額    ２４ ,８００円  

学 校 医 及 び 学 校 歯 科 医 年額   １７０ ,０００円  
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区         分  報酬等の額  

学 校 薬 剤 師 年額   １０５ ,０００円  

保 育 所 嘱 託 医 及 び 保 育 所 嘱 託 歯 科 医 年額   １００ ,０００円  

法 律 顧 問 弁 護 士 月額   １５５ ,０００円  

ま ち づ く り 顧 問 月額    ４０ ,０００円  

景 観 ま ち づ く り ア ド バ イ ザ ー  日額     ７ ,２００円  

その他法令又は条例の規定による附属機関の委員 日額     ７ ,２００円  

消 防 団  

団 長  年額   １３０ ,０００円  

副 団 長  年額    ８５ ,０００円  

方 面 隊 長  年額    ７５ ,０００円  

分 団 長  年額    ７０ ,０００円  

副 分 団 長  年額    ５５ ,０００円  

部 長  年額    ４５ ,０００円  

班 長  年額    ４０ ,０００円  

団 員  年額    ３６ ,５００円  
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２  会計年度任用職員報酬単価表  

職  種  所  属  初年度報酬  ２年目報酬

1 一 般 事 務 秘 書 広 報 課 等  963 円／時  978 円／時  

2 用 務 員  保 育 課 等  963 円／時  978 円／時  

3 資 料 整 理 員  博 物 館  963 円／時  978 円／時  

4 給 食 配 膳 員  学 校 教 育 課  963 円／時  978 円／時  

5 普 通 救 命 講 習 普 及 員  消 防 防 災 課  1,317 円／時  1,335 円／時  

6 地 域 職 業 相 談 員  商 工 振 興 課 7,751 円／日  7,863 円／日  

7 訪 問 看 護 師  介 護 支 援 課 等 1,925 円／時  1,925 円／時  

8 訪 問 指 導 看 護 師 介 護 支 援 課 等 1,872 円／時  1,884 円／時  

9 看 護 師  高 齢 者 支 援 課 等  1,555 円／時  1,563 円／時  

10 看護師（吸引等医療行為を含む） 障 害 者 支 援 課 等  1,698 円／時  1,714 円／時  

11 看 護 師 （ 集 団 検 診 用 ） 健 康 増 進 課  1,555 円／時  1,563 円／時  

12 学 校 サ ポ ー ト 看 護 師  学 校 教 育 課  1,555 円／時  1,563 円／時  

13 訪 問 指 導 保 健 師  高 齢 者 支 援 課 等  1,925 円／時  1,925 円／時  

14 保 健 師  高 齢 者 支 援 課 等  1,622 円／時  1,627 円／時  

15 訪 問 指 導 助 産 師  健 康 増 進 課  1,925 円／時  1,925 円／時  

16 助 産 師  健 康 増 進 課  1,622 円／時  1,627 円／時  

17 栄 養 士 （ 集 団 検 診 用 ）  健 康 増 進 課  1,335 円／時  1,351 円／時  

18 管 理 栄 養 士  健 康 増 進 課 1,555 円／時  1,563 円／時  

19 訪 問 指 導 管 理 栄 養 士  健 康 増 進 課  1,872 円／時  1,884 円／時  

20 臨 床 検 査 技 師 （ 集 団 検 診 用 ）  健 康 増 進 課  1,507 円／時  1,517 円／時  

21 歯 科 衛 生 士 （ 集 団 検 診 用 ）  健 康 増 進 課  1,507 円／時  1,517 円／時  

22 精 神 保 健 福 祉 士 障 害 者 支 援 課  1,681 円／時  1,698 円／時  

23 理 学 療 法 士  児 童 発 達 支 援 セ ン タ ー  1,698 円／時  1,714 円／時  

24 保 育 士  保 育 課  1,288 円／時  1,308 円／時  

25 保 育 士 （ 集 団 検 診 用 ）  健 康 増 進 課  1,222 円／時  1,244 円／時  

26 延長保育従事職員（有資格者） 保 育 課  1,288 円／時  1,308 円／時  

27 延長保育従事職員（無資格者） 保 育 課  1,278 円／時  1,298 円／時  

28 児 童 指 導 員 （ 有 資 格 者 ）  子 ど も 家 庭 課  1,222 円／時  1,244 円／時  

29 児 童 指 導 員 （ 無 資 格 者 ）  子 ど も 家 庭 課  1,149 円／時  1,184 円／時  

30 障 害 児 施 設 児 童 指 導 員  児 童 発 達 支 援 セ ン タ ー  1,308 円／時  1,326 円／時  
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 職  種  所  属  初年度報酬  ２年目報酬  

31 レ セ プ ト 点 検 業 務  保 険 年 金 課 等  1,065 円／時  1,085 円／時  

32 介 護 認 定 調 査 員  介 護 支 援 課  1,410 円／時  1,426 円／時  

33 介 護 支 援 専 門 員  介 護 支 援 課  1,507 円／時  1,517 円／時  

34 医 療 ソ ー シ ャ ル ワ ー カ ー  介 護 支 援 課  1,872 円／時  1,884 円／時  

35 障 害 者 施 設 生 活 相 談 員 （ 有 資 格 者 ）  障 害 者 支 援 課 等  1,234 円／時  1,255 円／時  

36 障 害 者 施 設 生 活 相 談 員 （ 無 資 格 者 ）  障 害 者 支 援 課 等  1,184 円／時  1,212 円／時  

37 相 談 支 援 専 門 員  児 童 発 達 支 援 セ ン タ ー  1,517 円／時  1,527 円／時  

38 設 置 手 話 通 訳 者  障 害 者 支 援 課  1,212 円／時  1,234 円／時  

39 利 用 者 支 援 相 談 員  子 ど も 家 庭 課  1,166 円／時  1,201 円／時  

40 家 庭 児 童 相 談 員 子 ど も 家 庭 課  1,866 円／時  1,878 円／時  

41 母 子 ・ 父 子 自 立 支 援 員  子 ど も 家 庭 課  1,490 円／時  1,501 円／時  

42 消 費 生 活 相 談 員  コ ミ ュ ニ テ ィ 課  1,916 円／時  1,919 円／時  

43 苦 情 相 談 員  環 境 政 策 課  1,149 円／時  1,184 円／時  

44 路 上 喫 煙 等 指 導 員  環 境 政 策 課  1,826 円／時  1,840 円／時  

45 面 接 相 談 員  社 会 福 祉 課  1,507 円／時  1,517 円／時  

46 特 別 支 援 学 級 介 添 人 学 校 教 育 課  1,085 円／時  1,103 円／時  

47 幼 稚 園 教 諭  学 校 教 育 課  1,222 円／時  1,244 円／時  

48 幼 稚 園 補 助 教 諭  学 校 教 育 課  1,184 円／時  1,212 円／時  

49 事 故 対 策 教 員  学 校 教 育 課  9,728 円／日  9,907 円／日  

50 学 習 サ ポ ー ト 教 員  指 導 課  12,513 円／日  12,574 円／日  

51 学 習 サ ポ ー ト 指 導 員  指 導 課  1,212 円／時  1,234 円／時  

52 算 数 数 学 学 習 指 導 員  指 導 課  1,212 円／時  1,234 円／時  

53 英 語 活 動 指 導 員 指 導 課  1,609 円／時  1,619 円／時  

54 学 校 教 育 研 究 指 導 員  指 導 課  102,636 円／月  104,472 円／月  

55 教 育 支 援 セ ン タ ー 指 導 員  指 導 課  1,288 円／時  1,308 円／時  

56 小 中 学 生 専 門 相 談 員  指 導 課  102,636 円／月  104,472 円／月  

57 「 夏 休 み 子 ど も 教 室 」 ス タ ッ フ リ ー ダ ー  公 民 館  12,891 円／日  13,029 円／時  

58 「 夏 休 み 子 ど も 教 室 」 ス タ ッ フ  公 民 館  1,267 円／時  1,288 円／時  

59 学 校 図 書 館 司 書 リ ー ダ ー  指 導 課  1,123 円／時  1,149 円／時  

60 学 校 図 書 館 司 書  指 導 課  1,021 円／時  1,039 円／時  

61 生 涯 学 習 専 門 員  公 民 館  102,219 円／月  103,818 円／月  
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61 青 少 年 専 門 相 談 員  生 涯 学 習 課  102,636 円／月  104,472 円／月  

62 資 料 調 査 員  博 物 館  1,149 円／時  1,184 円／時  

63 発 掘 調 査 員 （ Ａ ）  博 物 館  1,592 円／時  1,601 円／時  

64 発 掘 調 査 員 （ Ｂ ）  博 物 館  1,480 円／時  1,490 円／時  

65 発 掘 調 査 補 助 員  博 物 館  1,184 円／時  1,212 円／時  

66 発 掘 作 業 員  博 物 館  1,047 円／時  1,065 円／時  

67 発 掘 整 理 作 業 員  博 物 館  963 円／時  978 円／時  

68 運 転 士  財 産 活 用 課 等  1,103 円／時  1,123 円／時  

69 保 育 所 等 調 理 師 （ 有 資 格 者 ）  障 害 者 支 援 課 等  1,065 円／時  1,085 円／時  

70 保 育 所 等 調 理 師 （ 無 資 格 者 ）  障 害 者 支 援 課 等  1,021 円／時  1,039 円／時  

71 小 学 校 調 理 師 （ 有 資 格 者 ）  学 校 教 育 課  1,065 円／時  1,085 円／時  

72 小 学 校 調 理 師 （ 無 資 格 者 ）  学 校 教 育 課  1,021 円／時  1,039 円／時  

※この表にない職の単価については、人材育成課と協議すること。  

※会計年度任用職員の昇給については現在調整中であるため、令和２

年度に任用があった職員を令和３年度も任用する見込みの場合は２

号給昇給するものとして予算計上すること。  

 

 

３  報償費  

   講師謝礼基準単価表  

区        分  金        額  

大 学 教 授     ３０ ,０００円以内  

大 学 准 教 授 ・ 講 師     ２０ ,０００円以内  

国 ・ 県 の 職 員      ５ ,０００円以内  

学 識 経 験 者     １０ ,０００円以内  

上記の金額は、講演等で２時間を単位とするもので、税込みの金

額である。  
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４  消耗品費  

作業服購入単価表  

品       目  金     額  

冬 服  
ブ ル ゾ ン     ４，１００円  

ベ ト ナ ム ズ ボ ン     ３，３００円  

夏 服  

長 袖 シ ャ ツ     ３，１００円  

半 袖 シ ャ ツ     ２，９００円  

ベ ト ナ ム ズ ボ ン     ３，１５０円  

上記の金額は、税抜き１着あたりの金額である。  

※予算計上については、被服等貸与者名簿を確認の上、流山市職

員被服等貸与規程に基づき予算を計上すること。  

 

５  燃料費  

（１）見積積算式  

年間使用量（㍑）×指示単価（税抜き）×消費税  

 

（２）燃料単価表  

区        分  金        額  

レ ギ ュ ラ ー ガ ソ リ ン     １３５円／リットル  

軽 油     １１５円／リットル  

白 灯 油  ９０円／リットル  

Ａ 重 油     １０７円／リットル  

※上記の金額は、税抜きの金額である。  

 

６  光熱水費  

   プロパンガス  

月  間  使  用  量  基本料金  従量料金  

１  以 下  １ , ２ ０ ０ 円  －  

１  を 超 え ５ ０  以 下  １ , ２ ０ ０ 円  使用量×４１５円  

５ ０  を 超 え １ ５ ０  以 下  １ , ２ ０ ０ 円  使用量×３８０円  

１ ５ ０  を 超 え る  １ , ２ ０ ０ 円  使用量×３５０円  

※上記の金額は、税抜きの金額である。  



42 

 

７  修繕料  

タイヤ交換  

車    種  サ   イ   ズ  金     額  

軽 自 動 車  1 4 5 R 1 2 - 6 P R   ７，９００円  

小 ・ 四 ・ 貨 物  1 5 5 R 1 3 - 6 P R   ９，３００円  

小 ・ 四 ・ 貨 物  1 6 5 R 1 4 - 6 P R   １１，５００円  

※上記の金額は、税抜き、手数料及び処分料込みのラジアルタ

イヤの１本あたりの金額である。  

※その他の車両については、適正な額を計上すること。  

※タイヤの購入のみの場合は消耗品に計上すること。  

 

８  常住人口、住基人口及び世帯数（令和２年９月１日現在）  

常      住      人      口      １９８，３８８  人    

住      基      人      口  １９８，７７７  人    

世     帯     数        ８３，８７６  世帯  

  ※常住世帯数：８３，８７６世帯、住基世帯数：８７，２７０世帯 

  

９  ゼンリン地図  

普 通 版     １９ ,８００円  

バ イ ン ダ ー 用 中 身     １９ ,８００円  

フ ァ イ ル 版     ２５ ,３００円  

デ ジ タ ウ ン ２５ ,６５０円  

ブ ル ー マ ッ プ     ３８ ,７００円  

※上記の金額は、税抜きの金額です。  

※ブルーマップは、不定期に改定されています。  

 

10 基金の利率  

  基金利子については、利率を０．００１％とし、預入期間は３００

日（最長）/３６５日で算出すること。  
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11 公用車に関する経費  

（１）予算計上の区分  

区   分  財  産  活  用  課  担  当  課  

共   用   車  すべての経費   

専   用   車  
燃料費、２年目以降の

任意保険料  

車 検 費 用 、 導 入 時 の 任

意保険料  

専   用   車  

(特別会計計上分） 
 

燃 料 費 、 任 意 保 険 料 、

車検費用  

補助金購入車   燃料費、その他の経費  

※車以外の燃料費は、全て担当課で予算計上すること。  

※車関連経費の計上時は、必ず車両ナンバーを記入すること。  

※新車導入等、異動がある時は、事前協議書を財産活用課に提

出のこと。  

 

（２）自動車リサイクルに関する経費  

資 金 管 理 料 金  新車購入時      ２９０円  

引取時  ４１０円  

情 報 管 理 料 金  新車購入時      １３０円  

リ サ イ ク ル 料 金  新車購入時  車両の種類により異なる  

   ※廃車時に別途必要となる場合があるので、見積もりには車両の

種類、年式等を確認すること。  

 

12 手話通訳・要約筆記者に関する経費  

（１）手話通訳者に関する経費  

派 遣 １ 件 当 た り １人１，０００円  

派  遣  時  間  

１時間当たり  

・午前９時～午後５時  １，０００円  

・ 午 前 ５ 時 ～ 午 前 ９ 時 及 び 午 後 ５ 時 ～

午後１０時       １，２５０円  

・午後１０時～午前５時 １，５００円  

交 通 費  実費（１人往復１，０００円程度）  

   ※手話通訳者は、２時間で２人、３時間以降３人以上必要。  
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（２）要約筆記者に関する経費  

派 遣 １ 件 当 た り １人１，０００円  

派  遣  時  間  

１時間当たり  

・午前９時～午後５時  １，０００円  

・ 午 前 ５ 時 ～ 午 前 ９ 時 及 び 午 後 ５ 時 ～

午後１０時       １，２５０円  

・午後１０時～午前５時 １，５００円  

交 通 費  実費（１人往復１，０００円程度）  

   ※要約筆記は３０分～１時間程度の準備時間が必要となり、その

時間も派遣時間に含まれるので、注意すること。  

   ※要約筆記者は、２時間で３人、３時間以降４人以上必要。  

    （内容によって異なる場合もあり。）  

   ※要約筆記用消耗品（OHC ロール・ペン）は各課で準備願います。 

    ２時間講演：OHC ロール 30cm 幅２本・ペン３本  

 

12 ＮＨＫ放送受信料に関する経費  

 契約種別  １２か月前払額  

１契約目  衛星契約     ２４，７４０円  

地上契約      １４，２０５円  

２契約目  

以降  

衛星契約  １２，３７０円  

地上契約  ７，１０２円  

   ※上記の金額は、税込みの金額である。  

※同一敷地内に設置したすべての受信機を、一括して支払う場合、

２契約目以降の放送受信料が半額となる。  

   ※放送を受信することができるワンセグ機能付きのカーナビ及び

携帯電話についても予算計上すること（仕様決定時には、ワン

セグ機能の必要性について検討すること）。  

 


